第９章　建設および住居
住宅事情
　住宅事情を昭和50年国勢調査によってみると、昭和45年から50年までの５年間に持家及び借家に住む普通世帯数は持家で20万953世帯の増加で100万5,659世帯、借家では14万7,328世帯の増加で129万4,840世帯を数え、増加率ではそれぞれ25.0パーセント、12.8パーセントと持家の増加が目立っており、持家に住む割合は45年の38.3パーセントから40.9パーセントへと高まり、一方借家に住む割合は45年の54.6パーセントから52.7パーセントへと低下した。
　また給与住宅に住む普通世帯数は1万2,973世帯（10.0パーセント）増えて14万2,601世帯となり、間借りの普通世帯は6,151世帯減って1万3,914世帯となった。
　住宅の１世帯あたりの居住室数をみると、５年前に比べて、持家は4.9室から5.2室へ、借家は公営で3.0室から3.1室、民営で2.4室から2.6室、間借りは2 .1室から2.5室とやや拡大した。
　また住宅の居住密度を世帯員１人あたりの畳数でみると、持家は7.6畳、借家は公営で4.7畳、民営で4.8畳で、５年前に比べると持家で1.2畳、借家で0.7畳増加した。このように前回調査（45年）と比べると、全般的に居住水準は向上していることが、うかがわれる。
着工建築物
　昭和51年中に着工された府下の全建築物は、棟数で６万4,982棟、面積は1,239万平方メートル、その工事予定額は、１兆9,712億円に達している。前年と比較すると、棟数で6,904棟（11.9パーセント）の増、金額で9,059億円（85.0パーセント）の増加となっているが、棟数についての年次別推移をみると、46年から47年には19.5パーセントの増加であったものが、47年から48年には7.3パーセント増と鈍り、48年から49年には石油ショックによる影響が大きく、26.9パーセントの大巾な減少を記録し、49年から50年には1.2 パーセントの減少にとどまり、50年から51年にやっと増加に転じたものである。
　着工量を建築主別の割合でみると、個人（3万7,457棟）､会社・団体（２万5,320棟）の民間部門が棟数で96.6パーセント、面積で83.6パーセント、金額で89.2パーセントとその大半を占め、その中でも個人建築によるものは棟数全体の57.6パーセントとなっている。また公共関係では市区町村によるもの1,269棟、都道府県によるもの472棟、国によるもの464棟で、国によるものが1.2倍、都道府県・市区町村によるものはともに減少となっている。１棟当り面積では国によるものが1,241.8平方メートル、市区町村によるもの896.7平方メートル、都道府県によるもの666.6平方メートル、会社・団体によるもの220.2平方メートル、個人によるもの127.8平方メートルとなっている。
　次に構造別でみると、木造が棟数の71.5パーセントとその大半を占めているが、面積では全体の31.9パーセントを占めるにすぎない。これに反して鉄骨造、鉄筋コンクリート構造のものは棟数で27.9パーセントであるが、面積では68.0パーセントとなり、木造と対照的な比率を示している。１平方メートル当りの工事予定額をみると、鉄筋コンクリート造が10万4,492円、鉄骨造８万5,575円、木造８万3,389円、その他６万7,942円となっているが、48年と49年を比較すると、鉄筋コンクリート造りが６万8,361円から10万4,607円へ、木造が４万8,938円から６万8,255円へ、鉄骨造が５万202円から６万8,036円へ、その他が４万4,636円から６万5,593円へと高騰し、石油ショックの深刻さをうかがわせている。
　用途別にみると、居住用（専用と産業併用を含む）が前年に比べ棟数において13.5パーセント、面積では17.7パーセントとそれぞれ増加となり、産業用では総数によって前年と比較すると棟数では289棟（3.2パーセント）増加しているが面積では逆に38,777平方メートル（0.9パーセント）の減少となっている。内訳では棟数、面積とも増加しているのは商業用とサービス業用で、逆に共に減少しているのは農村水産業用と公務文教用である。
住宅の着工状況
　住宅についてみると、新設住宅着工戸数は、10万４千戸で、50年の８万７千戸に比べ20.0パーセントの上昇となった。その上昇の要因を利用関係別でみると、全新設戸数の43.2パーセントを占める分譲住宅の上昇（対前年比28.5パーセント増）が、その主因となっている。戸数の伸びの推移は46年から47年の44.0パーセント増、47年から48年の10.9パーセント減、48年から49年の46.6パーセント減、49年から50年の5.2パーセント増となっておりここでも48年から49年の減少は大きい。
　また一戸あたりの面積は、持家が110.2平方メートルであるのに対し、貸家は51.6平方メートルと住宅規模の格差は大きく、資金別では民間資金による着工が78.5パーセントを占めている。
公共賃貸住宅
　51年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は、府営住宅が2,000戸、市町村営3,764戸、公共賃貸住宅2,737戸、住宅供給公社賃貸住宅が400戸合計8,901戸となり、その結果それぞれの52年３月末現在の管理戸数は、府営住宅11万6,936戸、市町村営住宅８万8,414戸、大阪府住宅供給公社２万3,876戸、大阪市住宅供給公社2,096戸、公団営８万7,097戸を数えている。
